
平 成 ３ ０ 年 ５ 月 １ ６ 日 

自 転 車 活 用 推 進 本 部 

 

 

自転車活用推進功績者表彰式を開催します！ 
 

 
 
 

１．日  時  平成３０年５月２２日（火）１５時４５分～ 

２．場  所  国土交通省４階特別会議室 

３．次  第  （１）自転車活用推進本部長挨拶 

（２）表彰状授与 

（３）記念撮影 

＜取材＞ 

・報道関係者に限り、カメラ撮り可能です。カメラ撮りを希望される報道関係者

は、５月１８日（金）１７時までに、「社名」「氏名」「連絡先」を、下記の

問い合わせ先まで登録をお願いします。 

・国会審議等の状況により、変更となる場合がありますので、予めご了承下さい。 

 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省道路局参事官（自転車活用推進本部事務局） 

課長補佐 山田、係長 関口 

代表電話 03－5253－8111（内線）38225，38128 

直通電話 03－5253－8497 

Ｆ Ａ Ｘ 03－5253－1622 

自転車活用推進本部では、５月２２日（火）に、初めての自転車活用推進功

績者表彰式を開催します。 

表彰式では、自転車活用推進本部長（石井国土交通大臣）より、「自転車活

用推進功績者表彰」受賞者（個人２名、団体４団体）に対し、表彰状を授与いた

します。 



 参 考 

 
平 成 ３ ０ 年 ４ 月 ２ ４ 日 

自 転 車 活 用 推 進 本 部 

 

自転車活用推進功績者表彰の受賞者を決定！ 

～表彰式は５月２２日に開催します～ 
 

 

１．自転車活用推進功績者表彰受賞者及び功績概要（詳細は別紙） 

● 個 人 ２名  

谷垣
たにがき

 禎一
さだかず

氏 

森
もり

  兵
へい

次
じ

氏 

● 団 体 ４団体 

アンデックス株式会社（広島県尾道市） 

英
えい

明
めい

高等学校（香川県高松市） 

ヤマハ発動機株式会社（静岡県磐田市） 

 輪の国びわ湖推進協議会（滋賀県守山市） 

 

２．自転車活用推進功績者表彰式 

（１） 日 時  平成３０年５月２２日（火）１７時～ 

（２） 場 所    国土交通省内（予定）   

 

 

 
問い合わせ先 
 国土交通省自転車活用推進本部事務局 奥田、山田   
電 話 ０３－５２５３－８１１１（内線３８－１０３、３８－２２５） 

０３－５２５３－８４９７（直通）  
ＦＡＸ ０３－５２５３－１６２２ 

自転車活用推進本部では、本日、自転車の活用の推進に関し顕著な功績が
あると認められる個人又は団体を表彰する「自転車活用推進功績者表彰」の
受賞者（個人２名、団体４団体）を決定しました。 

本表彰は、昨年５月に施行された「自転車活用推進法」に基づくものであ
り、今回が初めての表彰となります。 

表彰式は５月２２日（火）に国土交通省内にて開催します。 



 
別紙 

平成３０年度 自転車活用推進功績者表彰 受賞者一覧 
 
【個人：２名】  
○谷垣 禎一  

・１９９９年２月に、「自転車活用推進議員連盟」を結成（共同発起人）し、自転車活用推進議

員連盟会長として、「自転車活用推進法」の制定に貢献した。 
 
○森 兵次 

・沖縄県最大のスポーツバイク専門店・沖縄輪業を経営するかたわら、「ツール・ド・おきなわ」

の実現に奔走。 
・1989 年の開催以降、参加者数は順調に推移し、現在では約 5000 人が参加する日本有数のサ

イクルイベントに成長し、沖縄が「サイクリング・アイランド」と呼ばれる基礎となった。 
 
 
【団体：４団体】 
○アンデックス株式会社 

・日本の道、日本人の体型などを考慮し、オリジナル・スポーツサイクル「NAGI」を開発し、

販売しているほか、同社の自転車の安全性が評価され、県内のレンタサイクルや広島県警の

サイクルポリス隊の自転車に採用されている。 
・サイクルショップやインフォメーションセンターを拠点としたタイムリーな情報発信や故障

車対応などにより、しまなみ海道のおもてなしの向上やイメージアップ、利便性向上に取り

組んでいる。 
 
○英明高等学校 

・自転車の交通安全や交通マナーに対する意識を高め、事故防止を図るため、「交通安全教育の

推進」「校内交通安全インストラクター養成講習の開催」「通学用自転車の点検整備の実施」

「生徒・教職員による街頭交通安全指導の実施」などの取り組みを行っている。 
 
○ヤマハ発動機株式会社 

・企業実証特例制度を活用し、新たな規格による安全性の高いリヤカー付三輪電動アシスト自

転車を開発した。 
 
○輪の国びわ湖推進協議会 

・滋賀が誇る「びわ湖一周サイクリング（ビワイチ）」をキーとしてムーブメントをつくろうと、

滋賀を中心に、京都、大阪の 19 の団体・事業者が広域連携し、「輪の国びわ湖」推進に向け

た調査・研究事業」「『輪の国びわ湖』Web サイトの運営事業」「『輪の国びわ湖』広報事業」

「びわ湖一周認定証の発行事業」といった多様な事業を展開している。 

参 考 


